予算要求資料
平成28年度3月補正予算　　款：民生費　項：国民健康保険費　目：国民健康保険指導費　　　
	事業名　新 国民健康保険財政自立支援事業貸付金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部地域福祉国保課国民健康保険係　電話番号：058-272-1111（内2676）

　　　　　　　E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額：122,000千円
（現計:0千円　補正後予算額：122,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計　　予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正
要求額
	122,000
	0
	0
	0
	0
	0
	122,000
	0
	0

	決定額
	122,000
	0
	0
	0
	0
	0
	122,000
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
市町村国保において、見込みを上回る給付費の増大などにより財政赤字が見込まれる場合、その赤字を一時的に補填するための資金の一定割合を無利子で貸し付け、国民健康保険事業の健全な運営を支援する。

（２）事業内容

　・県は市町村の国民健康保険事業の運営の広域化及び国民健康保険の財政の安
定化に資するため、平成１４年度に国民健康保険広域化等支援基金を設置し、
管理・運用している。
	【国民健康保険広域化等支援基金（保険財政自立支援事業）の概要】

①平成14～16年度の3か年で造成（負担区分：国1/2、県1/2）

②平成17年度以降は運用益、貸付償還金の積立て及び広域化事業の取崩し
③平成27年度末残：588,744,311円
④貸付限度額：保険料等の収納不足見込額と給付費等の増加見込額の3/4以内


・平成28年度の養老町の行う国民健康保険事業において、見込みを上回る給
付費の増大等により、財政収支の不均衡が生ずると見込まれるため、同町に
対し、その赤字を補填するための資金貸付を行う。
（借入れに係る要因分析）

・養老町の国保事業は、ここ数年、保険給付費の伸びは毎年約3％から5％程度で推移しており、赤字が発生した場合は主に繰越金で対応していた。しかしながら、平成27年度に前期高齢者交付金（前年度△288,486千円(△24.0%)）と保険料収入（前年度△55,562千円（△7.5%））の大幅減による赤字が発生したことで、国保財政調整基金の取崩（81,200千円）を余儀なくされ、平成
28年度への繰越金も362千円（前年度△187,580千円）と大幅に減少した。
・平成28年度は、この危機的な財政状況の中、保険給付費等支出の伸びに対し、
　平成22年度以来の保険税率の引き上げを実施、加えて２年連続の基金の取崩
も検討したが、保険給付費が平成28年11月1日現在で前年同月比3.7％増と
急増し、年度後半もこの傾向が続くと見込まれることから、町は基金の残高
135,051千円のうち130,000千円を取崩すこととし、一般会計からの法定外繰
入れも41,211千円行うこととした。しかしながら、これ以上の余力がないこ
とから、県へ貸付金の借入申請をすることになった。
（３）県負担・補助率の考え方
貸付を行うことが適当であると認め、事業財源は国民健康保険広域化等支援
基金からの繰入金を充てる。
（４）類似事業の有無
    国民健康保険財政安定化基金積立金

３　事業費の積算内訳
歳入決算見込額　　　4,174,069,000円・・・①

歳出決算見込額　　　4,337,280,000円・・・②　　　　　　

財政収支（②－①）　  163,211,000円・・・③

③×3/4　　　　　　   122,408,250円

○貸付額：養老町借入希望額　　　122,000,000円
	事業内容
	既定額
	補正額
	補正後額
	補正事業内容

	貸付金
	0
	122,000
	122,000
	養老町 国保財政自立支援事業貸付金

	合計
	　0
	122,000
	122,000
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）後年度の財政負担
・貸付金については、岐阜県国民健康保険財政広域化支援事業貸付金等の貸付
等に関する規則第９条により、貸付けを受けた日の属する年度の翌々年度以
降の５年度の間において、養老町から県に償還される。
○県歳入予定額　　　　　　　　　　　　　         　　（単位：千円）

	年度
	H30
	H31
	H32
	H33
	H34

	H28貸付
	24,400
	24,400
	24,400
	24,400
	24,400


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　市町村の国民健康保険事業の運営の広域化及び国民健康保険の財政の安定化に資するため、県は国民健康保険広域化等支援基金を設置し、国民健康保険財政の広域化等を推進し、市町村国民健康保険の運営の安定化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	本事業は、財政赤字が見込まれる場合に実施するものであり、指標としてなじまない。



（前年度の取組）

	・平成21年度及び平成24年度に大野町に貸し付けた保険財政自立支援事業の償還金27,000,000円　計28,269,852円を積み立てた。



（前年度の成果）

	・基金に運用益及び償還金を積み立てたことにより基金総額が増額し、今後の貸付事業等を行ううえで必要な資金枠の拡大が図れた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　○


	　市町村国保財政が厳しい状況にある中、市町村国保運営の安定化を図る同事業の重要度は高いといえる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　－


	　
－

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　○


	　市町村の国保事業において赤字が見込まれる場合に、当該年度内にすみやかに無利子で貸し付けを行うことができる有益性の高い事業である。


（今後の課題）

	・国保財政運営の責任主体が都道府県になることを契機に平成30年度から「国保財政安定化基金」の活用が可能になるため、今後の本基金の取り扱いについて、厚生労働省での検討状況を注視していく必要がある。



（次年度の方向性）
	・次年度以降も基金に運用益及び償還金の積み立てを行いつつ、国における基金の取り扱いの検討状況について注視していく。


